＜政策ニュースレター第159号＞
協会けんぽの財政基盤強化にむけた行動計画を議論

第40回協会けんぽ運営委員会報告

第40回協会けんぽ運営委員会が5月30日夕刻、都内ホテルで開催され、協会けんぽの財政基盤の強化にむけた行動計画などについて議論を行った。

（１）財政基盤強化にむけた行動計画

　事務局が、保険料負担軽減に向けた署名活動など、現在協会けんぽとして取り組んでいる財政基盤強化に向けた活動を報告した上で、意見交換を行った。

　委員からは「協会けんぽの危機的状況が国民にはまだ十分に伝わっていない。今後も積極的な広報活動や運動を行うべき。また、高齢者支援金のあり方の見直しや、協会けんぽへの国庫補助率を本則の20％へ引き上げることは絶対必要」（五嶋）との意見や「協会けんぽ財政の危機的状況を政府に訴えるべき」（城戸）、「国会デモなど、協会けんぽとして国会行動を行うべき」（川端）など、財政基盤強化に向けた一層の取り組み強化を求める声が多く上がった。

（２）第２期保険者機能強化のためのアクションプラン

　事務局が、協会けんぽの保険者機能発揮のための行動計画として策定した「第1期アクションプラン」（平成22年5月策定）にかわる第2期案を提示。

　第2期案には、ジェネリックに切り替えた場合の自己負担軽減効果を加入者に通知するサービスを継続しつつ、加入者への広報や医療機関・薬局への働き掛けを推進することなどが盛り込まれた。

　事務局原案に基づく意見交換では、埴岡委員が「都道府県が策定する『医療計画』の検討過程に、協会けんぽとしても積極的に加わるべき」と主張。他の委員も「保険者機能を発揮する絶好の機会であり、協会けんぽとしても積極的に関わるべき」と発言するなど賛意を示した。

　第2期アクションプランについては、次回以降の運営委員会の場で改めて議論を行う。

　その他、茨城支部、新潟支部、大阪支部、長崎支部の各評議会議長との意見交換を行った。

　次回運営委員会は7月23日（月）に開催予定。
